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１３３ スポーツの振興

【２０１０年度の目標】
住民は、それぞれの好みや年齢に応じて、いろいろな施設で自分にあったスポーツ、レクリ

エーション活動に気軽に参加できるようになっています。このことは、スポーツのすそ野の拡
大にもつながり、競技力も向上しています。
すべての住民が、年齢や体力に応じて、身近なところでスポーツに親しんでおり、それぞれ

の地域が総合型スポーツクラブを運営し、支えています。

項 目 基準年度の状況 年度実績 年度の目標1999 2001
（ ）2010 年度の目標

総合型地域スポーツクラブを設置 ０ ０ ６市町村
している市町村数 （２６市町村）
地域スポーツクラブ延加入人員数 約 １５万 人 １３９，６５３人 約１６万人

（２０ 万人 ）

住民一人あたりの休日におけるス ３１分
ポーツ時間 ２６ 分 － （４０分 ）

１ 平成１１年度の取組み
（１）平成１１年度の取り組み概要とその成果

① 県内の地域スポーツクラブ数は、約 団体（前年度比約△ 団体 、5,900 1,200 ）
延加入人員は、約 万人(前年度比約△ 万人)と、近年の経済不況・少子化14 1.3
等により減少しつつある。

こうしたことから、県民がスポーツに親しむ場としての、総合型地域スポー
ツクラブの設立を強力に推進する必要があり、スポーツコミュニティモデル事
業を６市町で実施した。

② 県民体育大会・県スポレク祭を統合し、新しく「みえスポーツフェスティバ
ル」を開催した結果、前年より６千人多い２万３千人の県民の参加を得た。

③ 競技力向上特別対策事業により、選手の競技力強化を図った結果、国体の総
合成績が前年の４２位から２９位に向上した。

（２）平成１１年度の取組みに対する問題点

① 総合型地域スポーツクラブ設立推進のため、各市町村に対する助言、情報提
供等の強化を図るとともに、活動拠点施設として学校体育施設の開放を促進す
る必要がある。

② 競技力向上対策のため、トップレベルの競技者を組織的、計画的に育成する
一貫指導の体制づくりを図る必要がある。



２ 平成１２年度の取り組みと成果見込み

① 県立学校体育施設開放の推進を進め すべての学校で利用できるようにする、 。

② 総合型地域スポーツクラブ設立推進を各市町村に働きかけ、 年 月に県内12 4
で初めて明和町に設置された。同町につづくクラブの設立をめざす。

③ 競技力向上特別対策事業（最終年度）の目標である国体の総合成績を、２０
位台前半とする。

３ 平成１３年度以降に向けての取組方向

県民の生涯スポーツの場の提供やスポーツ人口の拡大を図ることとともに、平
成１４年度から完全学校週５日制が実施される中で、生徒が余暇時間の有効活用
を図る場として総合型地域スポーツクラブの育成を図る。

総合型地域スポーツクラブには、①県民が日常的にスポーツを行う場、②県民
の健康保持増進を図る場、③地域住民の交流の場として期待されるとともに青少
年の健全育成に大きな成果があり、地域社会・スポーツ団体と学校が連携してそ
の育成を重点施策として推進し、２０１０年度には県内２６市町村に設置する。

また、競技人口のすそ野拡大と国際大会等でも活躍できる選手の育成のため、
ジュニア層からの一貫指導体制づくり、不足している指導者の養成など、競技力
向上施策の推進を図る。

今後、総合型地域スポーツクラブ育成の基本構想をまとめ、各市町村における
クラブの育成を図っていく。


